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１ 

議案第６６号 

 

   令和５年度久喜市一般会計補正予算（第８号）について 

 

 令和5年度久喜市一般会計補正予算(第8号)を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一  

 



２ 

議案第６７号 

 

   令和５年度久喜市一般会計補正予算（第９号）について 

 

 令和5年度久喜市一般会計補正予算(第9号)を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一  

 



３ 

議案第６８号 

 

   令和５年度久喜市国民健康保険特別会計補正予算（第５号）について 

 

 令和5年度久喜市国民健康保険特別会計補正予算(第5号)を別冊のとおり提出す

る。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



４ 

議案第６９号 

 

   令和５年度久喜市介護保険特別会計補正予算（第４号）について 

 

 令和5年度久喜市介護保険特別会計補正予算(第4号)を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



５ 

議案第７０号 

 

   令和５年度久喜市後期高齢者医療特別会計補正予算（第４号）について 

 

 令和5年度久喜市後期高齢者医療特別会計補正予算(第4号)を別冊のとおり提出

する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



６ 

議案第７１号 

 

令和５年度久喜市土地区画整理事業特別会計補正予算（第３号）について 

 

 令和5年度久喜市土地区画整理事業特別会計補正予算(第3号)を別冊のとおり提

出する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



７ 

議案第７２号 

 

   令和５年度久喜市下水道事業会計補正予算（第３号）について 

 

 令和5年度久喜市下水道事業会計補正予算(第3号)を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 

 

 



 

８ 

議案第７３号 

 

   令和６年度久喜市一般会計予算について 

 

 令和6年度久喜市一般会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    

 



 

９ 

議案第７４号 

 

   令和６年度久喜市国民健康保険特別会計予算について 

 

 令和6年度久喜市国民健康保険特別会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    



 

１０ 

議案第７５号 

 

   令和６年度久喜市介護保険特別会計予算について 

 

 令和6年度久喜市介護保険特別会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    



 

１１ 

議案第７６号 

 

   令和６年度久喜市後期高齢者医療特別会計予算について 

 

 令和6年度久喜市後期高齢者医療特別会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    



 

１２ 

議案第７７号 

 

   令和６年度久喜市土地区画整理事業特別会計予算について 

 

 令和6年度久喜市土地区画整理事業特別会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    



 

１３ 

議案第７８号 

 

   令和６年度久喜市水道事業会計予算について 

 

 令和6年度久喜市水道事業会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    



 

１４ 

議案第７９号 

 

   令和６年度久喜市下水道事業会計予算について 

 

 令和6年度久喜市下水道事業会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    



１５ 

議案第８０号 

 

   久喜市の組織改正に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

 (久喜市一般職職員の給与に関する条例の一部改正) 

第1条 久喜市一般職職員の給与に関する条例(平成22年久喜市条例第51号)の一

部を次のように改正する。 

  別表第2の6級の項中「又は副支所長」を削り、同表7級の項中「又は支所

長」を削る。 

 (久喜市災害対策本部条例の一部改正) 

第2条 久喜市災害対策本部条例(平成22年久喜市条例第187号)の一部を次のよう

に改正する。 

  第3条の見出しを「(室又は部)」に改め、同条第1項中「部を」を「室又は部

(以下この条において「部等」という。)を」に改め、同条第2項中「部に」を

「部等に」に改め、同条第3項中「部に部長を」を「部等に室長又は部長を」

に改め、同条第4項中「部長」を「室長又は部長」に、「部の」を「部等の」

に改める。 

 (久喜市国民保護対策本部及び久喜市緊急対処事態対策本部条例の一部改正) 

第3条 久喜市国民保護対策本部及び久喜市緊急対処事態対策本部条例(平成22年

久喜市条例第194号)の一部を次のように改正する。 

  第4条の見出しを「(室又は部)」に改め、同条第1項中「部を」を「室又は部

(以下この条において「部等」という。)を」に改め、同条第2項中「部に」を

「部等に」に改め、同条第3項中「部に部長を」を「部等に室長又は部長を」

に改め、同条第4項中「部長」を「室長又は部長」に、「部の」を「部等の」

に改める。 

 (久喜市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例の一部改正) 

第4条 久喜市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例(平成22年

久喜市条例第234号)の一部を次のように改正する。 

  第19条第2項第3号中「所管部長」を「所管室長又は所管部長」に改める。 

 (久喜市新型インフルエンザ等対策本部条例の一部改正) 

第5条 久喜市新型インフルエンザ等対策本部条例(平成25年久喜市条例第14号)

の一部を次のように改正する。 

  第4条の見出しを「(室又は部)」に改め、同条第1項中「部を」を「室又は部

(以下この条において「部等」という。)を」に改め、同条第2項中「部に」を

「部等に」に改め、同条第3項中「部に部長を」を「部等に室長又は部長を」

に改め、同条第4項中「部長」を「室長又は部長」に、「部の」を「部等の」



１６ 

に改める。 

 (久喜市運賃協議会条例の一部改正) 

第6条 久喜市運賃協議会条例(令和5年久喜市条例第37号)の一部を次のように改

正する。 

  第7条中「交通企画課」を「交通住宅課」に改める。 

  

   附 則 

 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

  

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一    

 

提案理由 

 令和6年4月1日付け組織機構改革に伴い、関係条例について所要の改正をした

いので、この案を提出するものであります。 



１７ 

議案第８１号 

 

   久喜市会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 久喜市会計年度任用職員の報酬等に関する条例(令和元年久喜市条例第10号)の

一部を次のように改正する。 

 第2条第1項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改め、同条第

9項中「期末手当」を「期末手当及び勤勉手当」に改める。 

 第5条第1項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改め、同条第

4項本文中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改め、同項ただし

書中「期末手当」を「期末手当及び勤勉手当」に改める。 

  

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

 (久喜市職員の育児休業等に関する条例の一部改正) 

2 久喜市職員の育児休業等に関する条例(平成22年久喜市条例第37号)の一部を

次のように改正する。 

  第7条第2項中「(地方公務員法(昭和25年法律第261号)第22条の2第1項に規定

する会計年度任用職員を除く。)」を削る。 

  第8条中「地方公務員法」の次に「(昭和25年法律第261号)」を加える。 

 (久喜市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正) 

3 久喜市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例(平成22年久喜市条例第91

号)の一部を次のように改正する。 

  第14条第1項中「から第5条まで」を「、第5条」に、「、第8条の2及び第11

条」を「及び第8条の2」に改める。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 地方自治法の一部改正に伴い、関係する条例について所要の改正をしたいので、

この案を提出するものであります。 



１８ 

議案第８２号 

 

   久喜市職員の分限に関する条例の一部を改正する条例 

 

 久喜市職員の分限に関する条例(平成22年久喜市条例第29号)の一部を次のよう

に改正する。 

 第2条第1項中「医師2人」の次に「(同号の規定に該当するものとして職員を休

職する場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、医師1人)」を加

える。 

  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 職員を休職させる場合における医師の診断の取扱いについて、所要の改正をし

たいので、この案を提出するものであります。 



１９ 

議案第８３号 

 

   久喜市手数料条例の一部を改正する条例 

 

久喜市手数料条例(平成22年久喜市条例第68号)の一部を次のように改正する。 

別表第1第1項中「第120条第1項」の次に「、第120条の2第1項」を加え、「磁

気ディスクをもって作成された戸籍に記録されている事項の全部若しくは一部を

証明した書面」を「戸籍証明書」に改め、同表中第42項を第44項とし、第7項か

ら第41項までを2項ずつ繰り下げ、同表第6項中「書類の閲覧に供する」の次に「

事務又は同法第120条の6第1項の規定に基づく届書等情報の内容を表示したもの

を閲覧に供する」を加え、「書類1件」を「書類又は届書等情報の内容を表示し

たもの1件」に改め、同項を同表第8項とし、同表第5項中「又は同法第48条第2

項」を「、同法第48条第2項」に改め、「事項の証明書の」の次に「交付又は同

法第120条の6第1項の規定に基づく届書等情報の内容の証明書の」を加え、同項

を同表第7項とし、同項の前に次のように加える。 

6 戸籍法第120条の3第2項の

規定に基づく除籍電子証明

書提供用識別符号の交付手

数料(情報通信技術を活用

した行政の推進等に関する

法律第7条第1項の規定によ

り同法第6条第1項に規定す

る電子情報処理組織を使用

する方法により除籍電子証

明書提供用識別符号の交付

を行う場合(当該交付に係

る除籍電子証明書の請求が

同項の規定により同項に規

定する電子情報処理組織を

使用する方法により行われ

た場合に限る。)における

当該交付及び除籍電子証明

書提供用識別符号の交付に

係る除籍電子証明書の請求

を行う者が同時に当該除籍

電子証明書が証明する事項

と同一の事項を証明する除

かれた戸籍の謄本若しくは

抄本又は除籍証明書の請求

を行う場合における当該交

付を除く。) 

除籍電子証明書提供用識別符

号1件につき 700円 

 



２０ 

 別表第1中第4項を第5項とし、同表第3項中「第120条第1項」の次に 「、第

120条の2第1項」を加え、「磁気ディスクをもって作成された除かれた戸籍に記

録されている事項の全部若しくは一部を証明した書面」を「除籍証明書」に改め、

同項を同表第4項とし、同項の前に次のように加える。 

3 戸籍法第120条の3第2項の

規定に基づく戸籍電子証明

書提供用識別符号の交付手

数料(情報通信技術を活用

した行政の推進等に関する

法律(平成14年法律第151

号)第7条第1項の規定によ

り同法第6条第1項に規定す

る電子情報処理組織を使用

する方法(総務省令で定め

るものに限る。以下この項

において同じ。)により戸

籍電子証明書提供用識別符

号の交付を行う場合(当該

交付に係る戸籍電子証明書

の請求が同条第1項の規定

により同項に規定する電子

情報処理組織を使用する方

法により行われた場合に限

る。)における当該交付及

び戸籍電子証明書提供用識

別符号の交付に係る戸籍電

子証明書の請求を行う者が

同時に当該戸籍電子証明書

が証明する事項と同一の事

項を証明する戸籍の謄本若

しくは抄本又は戸籍証明書

の請求を行う場合における

当該交付を除く。) 

戸籍電子証明書提供用識別符

号1件につき 400円 

 

 

附 則 

この条例は、令和6年3月1日から施行する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由  
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 戸籍法の一部改正に伴い、地方公共団体の手数料の標準に関する政令が一部改

正されたことから、所要の改正をしたいので、この案を提出するものであります。 
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議案第８４号 

 

   久喜市手数料条例の一部を改正する条例 

 

第1条 久喜市手数料条例(平成22年久喜市条例第68号)の一部を次のように改正

する。 

  別表第2第1項中「第79項金額の欄ア」を「第81項金額の欄ア」に、「第85項

金額の欄ア」を「第87項金額の欄ア」に改め、同表中第98項を第100項とし、

第90項から第97項までを2項ずつ繰り下げ、同表第89項事務の種別の欄中「建

築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則」を「建築物のエネル

ギー消費性能の向上等に関する法律施行規則」に改め、同項金額の欄ア中「建

築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律」に改め、同項を同表第91項とし、同表第88項中「

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する法律」に改め、同項を同表第90項とし、同表第87項中

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律」に、「第85項金額の欄ア」を「第87項金額の

欄ア」に、「第85項金額の欄イ」を「第87項金額の欄イ」に改め、同項を同表

第89項とし、同表第86項中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に、「第84項金

額の欄」を「第86項金額の欄」に改め、同項を同表第88項とし、同表第85項中

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律」に改め、同項を同表第87項とし、同表第84項

中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギ

ー消費性能の向上等に関する法律」に、「第86項ア(イ)」を「第88項ア(イ)」

に改め、同項を同表第86項とし、同表第83項中「建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法

律」に、「第89項」を「第91項」に改め、同項を同表第85項とし、同表第82項

を同表第84項とし、同表第81項中「第79項金額の欄ア」を「第81項金額の欄

ア」に、「第79項金額の欄イ」を「第81項金額の欄イ」に改め、同項を同表第

83項とし、同表第75項から第80項までを2項ずつ繰り下げ、同表第74項中「第

72項金額の欄ア」を「第74項金額の欄ア」に、「第72項金額の欄イ」を「第74

項金額の欄イ」に改め、同項を同表第76項とし、同表中第73項を第75項とし、

第72項を第74項とし、同表第71項中「第73項」を「第75項」に、「第74項」を

「第76項」に改め、同項を同表第73項とし、同表第70項中「(昭和25年政令第

338号)」を削り、同項を同表第72項とし、同表第69項の次に次の2項を加える。 
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70 建築基準法施行

令(昭和25年政

令第338号)第

137条の12第6項

の規定に基づく

既存建築物の大

規模修繕等の認

定の申請に対す

る審査 

既存建築物の大

規模修繕等に対

する敷地と道路

との関係の建築

制限の緩和に係

る認定申請手数

料 

27,000円 

71 建築基準法施行

令第137条の12

第7項の規定に

基づく既存建築

物の大規模修繕

等の認定の申請

に対する審査 

既存建築物の大

規模修繕等に対

する道路内にお

ける建築制限の

緩和に係る認定

申請手数料 

27,000円 

第2条 久喜市手数料条例の一部を次のように改正する。 

  別表第2第84項金額の欄ア(イ)ａ中「建築物エネルギー消費性能基準等を定

める省令第4条第3項第2号の規定により設計一次エネルギー消費量を算出した

建築物」を「市長が別に定める建築物」に改め、「並びに第88項ア(イ)、イ

(イ)及びウ(イ)」を削り、同表第88項金額の欄ア(イ)ａ中「床面積の合計」の

次に「(市長が別に定める建築物については、共用部分の床面積を除く。ｂか

らｄまで、イ(イ)及びウ(イ)において同じ。)」を加える。 

  

附 則 

この条例は、令和6年4月1日から施行する。ただし、第2条の規定は、公布の日

から施行する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由  

 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律等の一部を改正する法律等の施行に伴い、所要の改正をしたいので、この案

を提出するものであります。 



２４ 

議案第８５号 

 

   久喜市コミュニティセンター条例の一部を改正する条例 

 

 久喜市コミュニティセンター条例(平成22年久喜市条例第182号)の一部を次の

ように改正する。 

第2条の表に次のように加える。 

久喜市桜田コミュニティセンター 久喜市桜田3丁目2番地1 

第4条第1項の表に次のように加える。 

久喜市桜田コミュニティセンター (1) 毎月第4水曜日 

(2) 12月28日から翌年の1月4日まで

の日 

別表に次のように加える。 

12 久喜市桜田コミュニティセンター 

施設名 午前9時から午後10時まで(1時間単位) 

集会室 200円 

会議室1 200円 

会議室2 200円 

会議室3 100円 

会議室4 100円 

和室 100円 

スタジオ 100円 

 

附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和6年10月1日から施行する。 

(準備行為) 

2 久喜市桜田コミュニティセンターの利用に関し必要な手続きその他の行為は、

この条例の施行の日前においても行うことができる。 

  

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 久喜市桜田コミュニティセンターを設置することに伴い、所要の改正をしたい

ので、この案を提出するものであります。 
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議案第８６号 

 

久喜市企業誘致条例 

  

久喜市企業誘致条例(平成22年久喜市条例第257号)の全部を改正する。 

 (目的)  

第1条 この条例は、企業の誘致の促進及びこれに必要な助成措置を講ずること

により、本市における産業の振興及び雇用機会の拡大を図り、もって地域経済

の発展及び市民生活の向上に寄与することを目的とする。 

 (定義) 

第2条 この条例において「企業」とは、営利の目的をもって事業を営む者をい

う。 

2 この条例において「事業所」とは、企業がその用に供するために設置する工  

 場、倉庫、事務所、研究所その他これらに類するもの及びこれらに附属した関

連施設をいう。 

3 この条例において「特定地域」とは、都市計画法(昭和43年法律第100号)第8

条第1項第1号に規定する工業地域及び工業専用地域、同法第12条の4第1項第1

号に規定する地区計画の区域(ただし、同法第7条第3項に規定する市街化調整

区域に定めているものに限る。)をいう。 

4 この条例において「新設」とは、市内に事業所を有しない企業が市内に所有

し、購入し、又は賃借等をする土地に新たに事業所を設置することをいう。 

5 この条例において「増設」とは、市内に事業所を有する企業が事業規模を拡

大する目的で、既設事業所を廃止することなく、市内の別の場所に新たに購入

した特定地域の土地に事業所を設置することをいう。 

6 この条例において「移設」とは、市内に事業所を有する企業が事業規模を拡

大する目的で、当該事業所の全部を廃止し、市内の別の場所に新たに購入した

特定地域の土地に既設事業所と比較し、敷地面積が1,500平方メートル以上か

つ延床面積500平方メートル以上増加する事業所を設置することをいう。 

7 この条例において「中小企業者」とは、中小企業基本法(昭和38年法律第154

号)第2条第1項に規定する中小企業者をいう。 

8 この条例において「常時雇用従業員」とは、事業所において常時勤務をする

従業員(雇用保険法(昭和49年法律第116号)第4条第1項に規定する被保険者であ

って、事業所を新設、増設又は移設(以下「新設等」という。)する企業と雇用

関係にあるものに限る。)をいう。 

9 この条例において「新規雇用従業員」とは、事業所の新設等に伴い、新たに

雇用される常時雇用従業員をいう。 
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 (助成措置) 

第3条 市長は、第1条の目的を達成するため、第6条第1項の規定による助成金の

交付を受けることができる者としての指定(以下「指定」という。)を行った企

業に対し、予算の範囲内において助成金を交付することができる。 

 (助成金の種類等) 

第4条 助成金の種類及び助成金額は別表のとおりとし、助成金の交付は、助成

金の種類ごとに1回限りとする。 

2 前項に掲げる助成金の種類ごとの交付要件及び対象期間は、規則で定める。 

(指定の申請) 

第5条 指定を受けようとする企業は、規則で定めるところにより、市長に指定

の申請をするものとする。 

 (指定企業の指定等) 

第6条 市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、次に掲

げる指定の要件(以下「指定要件」という。)に該当すると認めるときは、指定

を行うものとする。この場合において、当該指定は、助成措置の対象となる一

の企業につき1回限りとする。 

 (1) 事業所の新設等をする企業であること。 

 (2) 事業所が規則で定めるいずれかの事業の用に供されるものであること。 

 (3) 事業所の敷地面積が3,000平方メートル以上であること。 

 (4) 事業所の延床面積が1,000平方メートル以上であること。 

 (5) 事業所において常時雇用従業員の数が10人以上であること。ただし、中

小企業者はこの限りでない。 

2 前項の規定により指定を受けた企業(以下「指定企業」という。)が操業を開

始したときは、規則で定めるところにより、市長に届け出なければならない。 

 (指定事項の変更等の手続) 

第7条 指定企業は、第5条に規定する指定の申請の内容に変更があったとき又は

事業を休止し、若しくは廃止したときは、規則で定めるところにより、指定事

項の変更等について速やかに市長に申請しなければならない。 

2 市長は、前項の規定による申請があったときは、これを審査し、適当と認め

るときは、規則で定めるところにより、指定事項の変更等について承認するも

のとする。 

 (助成金の交付申請) 

第8条 助成金の交付を受けようとする指定企業は、規則で定めるところにより、

市長に申請するものとする。 

 (助成金の交付決定) 

第9条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかに審査し、規則
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で定めるところにより、助成金の交付の可否について決定を行うものとする。 

 (指定及び助成金の交付決定の取消し) 

第10条 市長は、指定企業が次の各号のいずれかに該当するときは、当該指定又

は助成金の交付の決定を取り消すことができる。 

 (1) 指定要件又は助成金の交付の要件を満たさなくなったとき。 

 (2) 虚偽その他不正な行為により指定又は助成金の交付決定若しくは助成金

の交付を受けたと判明したとき。 

 (3) 公害(環境基本法(平成5年法律第91号)第2条第3項に規定する公害をい

う。)を発生させ、その排除のために必要な措置を講じなかったとき。 

 (4) 市税を滞納したとき。 

 (助成金の返還) 

第11条 市長は、前条の規定により助成金の交付の決定を取り消した場合におい

て、既に当該助成金が交付されているときは、規則で定めるところにより、期

限を定めてその全部又は一部の返還を求めるものとする。 

 (指定企業の地位の承継) 

第12条 合併、事業の譲渡その他の事由により指定企業の事業を承継した者(以

下「承継者」という。)は、その承継があった日以後速やかに指定企業の地位

の承継について市長の承認を受けなければならない。 

2 承継者は、前項に規定する承認を受けるときは、規則で定めるところにより、

市長に申請しなければならない。 

3 市長は、前項の規定による申請があったときは、規則で定めるところにより、

当該指定企業の地位の承継を承認するものとする。 

 (委任) 

第13条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

 

附 則 

 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

別表(第4条関係) 

助成金の種類 助成金額 

雇用促進助成金 新規雇用従業員1人当たり10万円を乗じて得た額

とし、限度額を300万円(当該事業所が本社機能

(企業の総務部門、経理部門、企画部門、事業統

括部門その他これらに類する部門であって、企

業の中枢機能をいう。)を有する場合は、500万

円)とする。 

障がい者雇用促進助成金 新規雇用従業員のうち、障がい者1人当たり30万
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円を乗じて得た額とする。 

太陽光発電設備設置助成

金 

太陽光発電設備の出力値に出力1キロワット当た

り5万円を乗じて得た額とし、限度額を250万円

(当該事業所が省エネルギー性能優良施設(建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律

(平成27年法律第53号)第2条第1項第2号に規定す

るエネルギー消費性能に係る評価を行う機関の

認証を受けた施設のうち、一定の水準を満たす

ものとして市長が別に定めるものをいう。)であ

る場合は、500万円)とする。 

  

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一    

 

提案理由 

 企業誘致を促進するため、助成措置の改正をしたいので、この案を提出するも

のであります。 
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議案第８７号 

 

   久喜市重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例 

 

 久喜市重度心身障害者医療費支給に関する条例(平成22年久喜市条例第139号)

の一部を次のように改正する。 

 第3条第1項中第12号を第14号とし、第3号から第11号までを2号ずつ繰り下げ、

第2号の次に次の2号を加える。 

 (3) 市から援護を受け、本市の区域外に設置されている介護保険法(平成9年

法律第123号)第8条第11項に規定する特定施設に入居し、又は同条第25項に

規定する介護保険施設に入所している者 

 (4) 市長が老人福祉法(昭和38年法律第133号)第11条第1項第1号の規定により、

本市の区域外に設置されている同法第20条の4に規定する養護老人ホームに

入所を委託している者 

   

附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、改正後の第3条第1項第3号及び第4号の規定

は、令和5年4月1日以降に入居又は入所した者に適用する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 重度心身障害者医療費の受給資格者に関し、住所地特例の対象に介護保険施設

等を追加したいので、この案を提出するものであります。 
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議案第８８号 

 

   久喜市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

 

 久喜市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例(平成26年

久喜市条例第26号)の一部を次のように改正する。 

 第4条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者であ

る指定介護予防支援事業者」に改め、「(以下「指定介護予防支援事業所」とい

う。)」を削り、同条に次の1項を加える。 

2 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る

事業所ごとに1以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の介護

支援専門員を置かなければならない。 

 第5条第1項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所(以下

「指定介護予防支援事業所」という。)」に改め、同条第2項中「前項に規定す

る」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項の

規定により置く」に改め、同項の次に次の2項を加える。 

3 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第1項の規定により

置く管理者は、介護保険法施行規則(平成11年厚生省令第36号)第140条の66第1

号イ(3)に規定する主任介護支援専門員(以下この項において「主任介護支援専

門員」という。)でなければならない。ただし、主任介護支援専門員の確保が

著しく困難である等やむを得ない理由がある場合については、介護支援専門員

(主任介護支援専門員を除く。)を第1項に規定する管理者とすることができる。 

4 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、

次に掲げる場合は、この限りでない。 

 (1) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務

に従事する場合 

 (2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合(その管理する指定介護予防支

援事業所の管理に支障がない場合に限る。) 

 第6条第3項中「担当職員」の次に「(指定居宅介護支援事業者である指定介護

予防支援事業者の場合にあっては介護支援専門員。以下この章及び次章において

同じ。)」を加える。 

 第12条に次の2項を加える。 

2 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利用料の
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ほか、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して

指定介護予防支援を行う場合には、それに要した交通費の支払を利用者から受

けることができる。 

3 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規定する

費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家

族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を

得なければならない。 

 第13条中「前条」を「前条第1項」に改める。 

 第14条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者であ

る指定介護予防支援事業者」に改め、同条第4号中「次章の規定」の次に「(第32

条第29号の規定を除く。)」を加える。 

 第23条第1項中「重要事項」の次に「(以下この条において単に「重要事項」と

いう。)」を加え、同条第2項中「前項に規定する」を削り、「同項」を「前項」

に改め、同項の次に次の1項を加える。 

3 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載し

なければならない。 

 第30条第2項第2号エ中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第5号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第6号とし、同項第4号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第5号とし、同項第3号

中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第4号とし、同項第2号

の次に次の1号を加える。 

 (3) 第32条第2号の3の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する

行為(第32条第2号の2及び第2号の3において「身体的拘束等」という。)の態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記

録 

 第32条第2号の次に次の2号を加える。 

 (2)の2 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならない。 

 (2)の3 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

 第32条第16号ア中「及びサービスの評価期間が終了する月並びに利用者の状況

に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号中ウをオと

し、同号イ中「訪問しない月」の次に「イただし書の規定によりテレビ電話装置

等を活用して利用者に面接する月を除く。)」を加え、同号中イをエとし、アの

次に次のように加える。 
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  イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。

ただし、次のいずれにも該当する場合であって、サービスの提供を開始す

る月の翌月から起算して3月ごとの期間(以下この号において単に「期間」

という。)について、少なくとも連続する2期間に1回、利用者の居宅を訪

問し、面接するときは、利用者の居宅を訪問しない期間において、テレビ

電話装置等を活用して、利用者に面接することができる。 

   (ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により

利用者の同意を得ていること。 

   (イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医

師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

    ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

    ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができる

こと。 

    ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握で

きない情報について、担当者から提供を受けること。 

  ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化があっ

たときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

 第32条に次の1号を加える。 

 (29) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第115条

の30の2第1項の規定により市町村長から情報の提供を求められた場合には、

その求めに応じなければならない。 

  

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日から令和7年3月31日までの間、この条例による改正後の

久喜市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例(以下

「新条例」という。)第23条第3項(新条例第34条において準用する場合を含

む。)の規定の適用については、同項中「指定介護予防支援事業者は、原則と

して、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削

除」とする。 

  

  令和６年２月１３日提出 
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久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正

をしたいので、この案を提出するものであります。 
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議案第８９号 

 

   久喜市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

 久喜市介護保険条例(平成22年久喜市条例第144号)の一部を次のように改正す

る。 

 第4条第1項中「令和3年度から令和5年度」を「令和6年度から令和8年度」に改

め、同項第1号中「30,900円」を「29,200円」に改め、同項第2号中「40,200円」

を「38,500円」に改め、同項第3号中「43,300円」を「42,000円」に改め、同項

第4号中「49,500円」を「51,400円」に改め、同項第5号中「61,900円」を

「64,200円」に改め、同項第6号中「71,200円」を「73,800円」に改め、同号ア

を次のように改める。 

  ア 地方税法(昭和25年法律第226号)第292条第1項第13号に規定する合計所

得金額(以下「合計所得金額」という。)(租税特別措置法(昭和32年法律第

26号)第33条の4第1項若しくは第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、第

34条の3第1項、第35条第1項、第35条の2第1項、第35条の3第1項又は第36

条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から令第22条の2第2項

に規定する特別控除額を控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を下

回る場合には、零とする。以下同じ。)が125万円未満である者であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの。 

第4条第1項第7号中「83,600円」を「86,700円」に改め、同項第8号中「95,900

円」を「99,600円」に改め、同項第9号中「105,200円」を「109,200円」に改め、

同項第10号中「111,400円」を「115,600円」に改め、同項第11号中「117,600

円」を「122,000円」に改め、同項第12号中「123,800円」を「128,500円」に改

め、同項第13号中「130,000円」を「134,900円」に改め、同項第14号中

「142,400」を「147,700円」に改め、同項第15号中「154,800円」を「160,600

円」に改め、同条第2項中「令和3年度から令和5年度」を「令和6年度から令和8

年度」に、「18,500円」を「18,300円」に改め、同条第3項中「令和3年度から令

和5年度」を「令和6年度から令和8年度」に、「18,500円」を「18,300円」に、

「24,700円」を「25,700円」に改め、同条第4項中「令和3年度から令和5年度」

を「令和6年度から令和8年度」に、「18,500円」を「18,300円」に、「40,200

円」を「41,700円」に改める。 

 第6条第3項中「又は第9号ロ」を「、第9号ロ、第10号ロ、第11号ロ、第12号ロ

又は第13号ロ」に、「第9号まで」を「第13号まで」に改める。 

 

附 則 
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(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正後の第4条及び第6条の規定は、令和6年度以後の年度分の保険料について

適用し、令和5年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

  

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 介護保険法第129条に規定する介護保険料の改定及び介護保険法施行令の改正

に伴い、所要の改正を行いたいので、この案を提出するものであります。 
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議案第９０号 

 

   久喜市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例 

 

 久喜市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等に関する基準を

定める条例(平成25年久喜市条例第9号)の一部を次のように改正する。 

 第6条第5項第5号中「第65条」を「第65条第1項」に改め、同項中第11号を削り、

第12号を第11号とし、同条第6項中「同一施設内」を「同一敷地内」に改める。 

 第7条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 第24条中第9号を第11号とし、第8号を第10号とし、第7号の次に次の2号を加え

る。 

 (8) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為(以下「身体的拘束

等」という。)を行ってはならない。 

 (9) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

 第34条第1項中「重要事項」の次に「(以下この条において単に「重要事項」と

いう。)」を加え、同条第2項中「前項に規定する」を削り、「同項」を「前項」

に改め、同条に次の1項を加える。 

3 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項を

ウェブサイトに掲載しなければならない。 

 第42条第2項第2号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第7号中

「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第8号とし、同項第6号中

「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第7号とし、同項第5号中

「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第6号とし、同項第4号の

次に次の1号を加える。 

 (5) 第24条第9号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 第47条第4項中第11号を削り、第12号を第11号とする。 

 第48条ただし書中「同一敷地内の」を削る。 

 第51条中第7号を第9号とし、第6号を第8号とし、第5号を第7号とし、第4号の

次に次の2号を加える。 

 (5) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘
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束等を行ってはならない。 

 (6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

 第58条第2項第2号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第5号中

「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第6号とし、同項第4号中

「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第5号とし、同項第3号中

「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第4号とし、同項第2号の

次に次の1号を加える。 

 (3) 第51条第6号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 第59条の4ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 第59条の9中第6号を第8号とし、第5号を第7号とし、第4号の次に次の2号を加

える。 

 (5) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならない。 

 (6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

 第59条の19第2項第2号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第6

号を同項第7号とし、同項第5号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第6号とし、同項第4号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第5号とし、同項第3号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第4号とし、同項第2号の次に次の1号を加える。 

 (3) 第59条の9第6号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 第59条の20の3中「同項第3号中」を「同項第4号中」に、「同項第4号中」を

「同項第5号中」に改める。 

第59条の24第1項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 第59条の30中第5号を第7号とし、第4号を第6号とし、第3号を第5号とし、第2

号の次に次の2号を加える。 

 (3) 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならない。 

 (4) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

 第59条の37第2項第3号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第7
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号を同項第8号とし、同項第6号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第7号とし、同項第5号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第6号とし、同項第4号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第5号とし、同項第3号の次に次の1号を加える。 

 (4) 第59条の30第4号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 第62条第1項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 第65条第2項中「以下同じ。)若しくは」の次に「健康保険法等の一部を改正す

る法律(平成18年法律第83号)第26条の規定による改正前の法第8条第1項第3号に

規定する」を加える。 

 第66条第1項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 第70条中第6号を第8号とし、第5号を第7号とし、第4号の次に次の2号を加える。 

 (5) 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的

拘束等を行ってはならない。 

 (6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

 第79条第2項第2号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第6号を

同項第7号とし、同項第5号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を

同項第6号とし、同項第4号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を

同項第5号とし、同項第3号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を

同項第4号とし、同項第2号の次に次の1号を加える。 

 (3) 第70条第6号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 第82条第6項の表(1)の項中「、指定介護療養型医療施設(医療法(昭和23年法律

第205号)第7条第2項第4号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限

る。)」を削る。 

 第83条第1項ただし書中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併設する

前条第6項の表(1)の項中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地内の指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所の職務(当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪問介護事業者又は指定訪

問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これら

の事業に係る職務を含む。)若しくは法第115条の45第1項に規定する介護予防・

日常生活支援総合事業(同項第1号ニに規定する第1号介護予防支援事業を除

く。)」を「他の事業所、施設等の職務」に改め、同条第3項中「第112条」の次

に「、第193条第3項」を加える。 
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 第92条第5号中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為(以下「身体的

拘束等」という。)」を「身体的拘束等」に改め、同条中第8号を第9号とし、第7

号を第8号とし、第6号の次に次の1号を加える。 

 (7) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 

  ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会(テレビ電話装置

等を活用して行うことができるものとする。)を3月に1回以上開催すると

ともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図るこ

と。 

  イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

  ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を

定期的に実施すること。 

 第93条第2項中「第14条」を「第16条」に改める。 

 第106条の次に次の1条を加える。 

(利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会の設置) 

第106条の2 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性

の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に

資する方策を検討するための委員会(テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。)を定期的に開催しなければならない。 

 第107条第2項第3号から第7号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 

 第111条第1項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小

規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」

を削る。 

 第121条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等によ

り」を削る。 

 第125条中第3項を第8項とし、第2項を第7項とし、第1項の次に次の5項を加え

る。 

2 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関

を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように

努めなければならない。 

 (1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を

行う体制を、常時確保していること。 
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 (2) 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場

合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

3 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、1年に1回以上、協力医療機関との

間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機

関の名称等を、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者に係る指定を行った

市町村長に届け出なければならない。 

4 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律(平成10年法律第114号)第6条第17項に規定する第2種

協定指定医療機関(以下「第2種協定指定医療機関」という。)との間で、新興

感染症(同条第7項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第8項に規定

する指定感染症又は同条第9項に規定する新感染症をいう。以下同じ。)の発生

時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

5 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第2種協定指定医療

機関である場合においては、当該第2種協定指定医療機関との間で、新興感染

症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

6 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医

療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合

においては、再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居さ

せることができるように努めなければならない。 

 第127条第2項第2号から第6号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 

 第128条中「及び第104条」を「、第104条及び第106条の2」に改める。 

 第130条第7項中第2号を削り、第3号を第2号とし、同条に次の1項を加える。 

11 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第1項第2号アの規定の適

用については、当該規定中「1」とあるのは、「0.9」とする。 

 (1) 第149条において準用する第106条の2に規定する委員会において、利用者

の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取組

に関する次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を

定期的に確認していること。 

  ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

  イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 

  ウ 緊急時の体制整備 

  エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器(次号において

「介護機器」という。)の定期的な点検 

  オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 

 (2) 介護機器を複数種類活用していること。 
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 (3) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る

ため、地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。 

 (4) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る

取組による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認

められること。 

 第131条ただし書中「同一敷地内にある」を削り、「若しくは本体施設」を「、

本体施設」に、「若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」を「又は指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に改める。 

 第147条中第2項を第7項とし、第1項の次に次の5項を加える。 

2 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力

医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定め

るように努めなければならない。 

 (1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を

行う体制を、常時確保していること。 

 (2) 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めが

あった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

3 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、1年に1回以上、協力医療

機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協

力医療機関の名称等を、当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者に

係る指定を行った市町村長に届け出なければならない。 

4 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第2種協定指定医療機関と

の間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならな

い。 

5 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第2種協定

指定医療機関である場合においては、当該第2種協定指定医療機関との間で、

新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

6 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関そ

の他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能とな

った場合においては、再び当該指定地域密着型特定施設に速やかに入居させる

ことができるように努めなければならない。 

 第148条第2項第2号から第7号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 

 第149条中「及び第99条」を「、第99条及び第106条の2」に改める。 

 第151条第8項第3号中「若しくは」を「又は」に改め、「又は介護支援専門員

(指定介護療養型医療施設の場合に限る。)」を削る。 

 第153条第1項第6号中「医療法」の次に「(昭和23年法律第205号)」を加える。 
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 第166条の2中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及び

当該協力医療機関」を加え、同条に次の1項を加える。 

2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を

得て、1年に1回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応じ

て緊急時等における対応方法の変更を行わなければならない。 

 第167条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 第168条第5号中「に規定する」を「の規定による」に、「を記録する」を「の

記録を行う」に改め、同条第6号中「に規定する」を「の規定による」に、「を

記録する」を「の記録を行う」に改め、同条第7号中「に規定する」を「の規定

による」に、「記録する」を「の記録を行う」に改める。 

 第173条の見出しを「(協力医療機関等)」に改め、同条第1項中「入院治療を必

要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるため」に、「協力

病院」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関(第3号の要件を満たす協

力医療機関にあっては、病院に限る。)」に改め、同項に次のただし書を加える。 

  ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の

要件を満たすこととしても差し支えない。 

 第173条第1項に次の3号を加える。 

 (1) 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を

行う体制を、常時確保していること。 

 (2) 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合に

おいて診療を行う体制を、常時確保していること。 

 (3) 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護老人

福祉施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入

院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保し

ていること。 

 第173条中第2項を第6項とし、第1項の次に次の4項を加える。 

2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、1年に1回以上、協力医療機関との間で、

入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名

称等を、当該指定地域密着型介護老人福祉施設に係る指定を行った市町村長に

届け出なければならない。 

3 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第2種協定指定医療機関との間で、新興

感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

4 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第2種協定指定医療機関

である場合においては、当該第2種協定指定医療機関との間で、新興感染症の

発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

5 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機
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関に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合にお

いては、再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設に速やかに入所させること

ができるように努めなければならない。 

 第177条第2項第2号から第6号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 

 第178条中「及び第59条の17第1項から第4項まで」を「、第59条の17第1項から

第4項まで及び第106条の2」に改める。 

 第188条中第5項を第6項とし、第4項の次に次の1項を加える。 

5 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施設の

管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

 第190条中「第4項まで」の次に「、第106条の2」を加える。 

 第192条第7項中第4号を削り、第5号を第4号とする。 

 第193条第1項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは当該指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第7項各号に掲げる施設等」を削る。 

 第198条第1号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅において、又は

サービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、日常生活上の世話及び機能

訓練並びに療養上の世話又は必要な診療の補助を」に改め、同条中第11号を第12

号とし、第7号から第10号までを1号ずつ繰り下げ、第6号の次に次の1号を加える。 

 (7) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図

るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

  ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会(テレビ電話装置

等を活用して行うことができるものとする。)を3月に1回以上開催すると

ともに、その結果について、看護小規模多機能型居宅介護従業者に周知徹

底を図ること。 

  イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

  ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し、身体的拘束等の適正化のた

めの研修を定期的に実施すること。 

 第202条第2項第3号及び第6号から第9号までの規定中「に規定する」を「の規

定による」に改める。 

 第203条中「及び第106条」を「、第106条及び第106条の2」に改める。 

  

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

 (重要事項の掲示に係る経過措置) 

2 この条例の施行の日(以下「施行日」という。)から令和7年3月31日までの間、
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この条例による改正後の久喜市指定地域密着型サービスの人員、設備及び運営

等に関する基準を定める条例(以下「新条例」という。)第34条第3項(新条例第

59条、第59条の20、第59条の20の3、第59条の38、第80条、第108条、第128条、

第149条、第178条、第190条及び第203条において準用する場合を含む。)の規

定の適用については、同項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあ

るのは「削除」とする。 

 (身体的拘束等の適正化に係る経過措置) 

3 施行日から令和7年3月31日までの間は、新条例第92条第7号及び第198条第7号

の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講

じるよう努めなければ」とする。 

 (利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会の設置に係る経過措置) 

4 施行日から令和9年3月31日までの間は、新条例第106条の2(新条例第128条、

第149条、第178条、第190条及び第203条において準用する場合を含む。)の規

定の適用については、新条例第106条の2の規定中「しなければ」とあるのは、

「するよう努めなければ」とする。 

 (協力医療機関との連携に関する経過措置) 

5 施行日から令和9年3月31日までの間は、新条例第173条第1項(新条例第190条

において準用する場合を含む。)の規定の適用については、同項中「定めてお

かなければ」とあるのは、「定めておくよう努めなければ」とする。 

  

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正

に伴い、所要の改正をしたいので、この案を提出するものであります。 
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議案第９１号 

 

   久喜市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営等に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

 久喜市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営等に関す

る基準を定める条例(平成25年久喜市条例第10号)の一部を次のように改正する。 

 第6条第1項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 第9条第2項中「指定介護療養型医療施設(健康保険法等の一部を改正する法律

(平成18年法律第83号)附則第130条の2第1項の規定によりなおその効力を有する

ものとされた同法第26条の規定による改正前の法第48条第1項第3号に規定する指

定介護療養型医療施設をいう。第44条第6項において同じ。)」を「健康保険法等

の一部を改正する法律(平成18年法律第83号)第26条の規定による改正前の法第8

条第1項第3号に規定する指定介護療養型医療施設」に改める。 

 第10条第1項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 第32条第1項中「重要事項」の次に「(以下この条において単に「重要事項」と

いう。)」を加え、同条第2項中「前項に規定する」を削り、「同項」を「前項」

に改め、同条に次の1項を加える。 

3 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェ

ブサイトに掲載しなければならない。 

 第40条第2項第2号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第6号を

同項第7号とし、同項第5号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を

同項第6号とし、同項第4号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を

同項第5号とし、同項第3号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を

同項第4号とし、同項第2号の次に次の1号を加える。 

 (3) 第42条第11号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行

為(以下「身体的拘束」という。)の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 第42条第14号中「第12号」を「第14号」に改め、同号を同条第16号とし、同条

中第10号から第13号までを2号ずつ繰り下げ、第9号の次に次の2号を加える。 

 (10) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又

は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束等を行ってはならない。 

 (11) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

 第44条第6項の表(1)の項中「当該認知症対応型共同生活介護事業所」を「当該
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指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、「、指定介護療養型医

療施設(医療法(昭和23年法律第205号)第7条第2項第4号に規定する療養病床を有

する診療所であるものに限る。)」を削る。 

 第45条第1項ただし書中「当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

併設する前条第6項の表(1)の項中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地内の指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所(指定地域密着型サービス基準条例第

6条第1項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。)の

職務(当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に係る指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業者(同項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者をいう。)が、指定夜間対応型訪問介護事業者(指定地域密着型

サービス基準条例第47条第1項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者をい

う。)、指定訪問介護事業者(指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営

に関する基準(平成11年厚生省令第37号。以下「指定居宅サービス等基準」とい

う。)第5条第1項に規定する指定訪問介護事業者をいう。)又は指定訪問看護事

業者(指定居宅サービス等基準第60条第1項に規定する指定訪問看護事業者をい

う。)の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これらの事業

に係る職務を含む。)若しくは法第115条の45第1項に規定する介護予防・日常生

活支援総合事業(同項第1号ニに規定する第1号介護予防支援事業を除く。)」を

「他の事業所、施設等の職務」に改める。 

 第53条第1項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為(以下「身体的

拘束等」という。)」を「身体的拘束等」に改め、同条に次の1項を加える。  

3 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図

るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 (1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会(テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。)を3月に1回以上開催するととも

に、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

 (2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

 (3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を

定期的に実施すること。 

 第63条の次に次の1条を加える。 

 (利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会の設置) 

第63条の2 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向

上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の
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確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会(テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。)を定期的に開催しなければな

らない。 

第64条第2項第3号から第7号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 

 第72条第1項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小

規模多機能型居宅介護事業所」を削る。 

 第79条「若しくは指定地域密着型介護予防サービス」を「又は地域密着型介護

予防サービス」に改め、同条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内

にあること等により」を削る。 

 第83条中第3項を第8項とし、第2項を第7項とし、第1項の次に次の5項を加える。 

2 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力

医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定め

るように努めなければならない。 

 (1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を

行う体制を、常時確保していること。 

 (2) 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めが

あった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

3 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、1年に1回以上、協力医療

機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協

力医療機関の名称等を、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者に

係る指定を行った市町村長に届け出なければならない。 

4 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律(平成10年法律第114号)第6条第17項に規定す

る第2種協定指定医療機関(次項において「第2種協定指定医療機関」という。)

との間で、新興感染症(同条第7項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同

条第8項に規定する指定感染症又は同条第9項に規定する新感染症をいう。次項

において同じ。)の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

5 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第2種協定

指定医療機関である場合においては、当該第2種協定指定医療機関との間で、

新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

6 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関そ

の他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能とな

った場合においては、再び当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所

に速やかに入所させることができるように努めなければならない。 

 第85条第2項第2号から第6号までの規定中「に規定する」を「の規定による」
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に改める。 

 第86条前段中「及び第61条」を「、第61条及び第63条の2」に改める。 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日から令和9年3月31日までの間は、この条例による改正後

の久喜市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営等に関

する基準を定める条例(以下「新条例」という。)第63条の2(新条例第86条にお

いて準用する場合を含む。)の規定の適用については、新条例第63条の2の規定

中「しなければ」とあるのは、「するよう努めなければ」とする。 

  

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域

密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準の一部改正に伴い、所要の改正をしたいので、この案を提出するものでありま

す。 
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議案第９２号 

 

   久喜市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める 

条例の一部を改正する条例 

 

 久喜市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

(平成30年久喜市条例第25号)の一部を次のように改正する。 

 第4条第4項中「地域包括支援センター」の次に「(以下「地域包括支援センタ

ー」という。)」を加える。 

 第5条第2項中「利用者の数が35」を「利用者の数(当該指定居宅介護支援事業

者が指定介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第115条の23第3項の規

定により地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者から委託

を受けて、当該指定居宅介護支援事業所において指定介護予防支援(法第58条第1

項に規定する指定介護予防支援をいう。以下この項及び第16条第29号において同

じ。)を行う場合にあっては、当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の

数に当該事業所における指定介護予防支援の利用者の数に3分の1を乗じた数を加

えた数。次項において同じ。)が44」に改め、同条に次の1項を加える。 

3 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国民健

康保険中央会(昭和34年1月1日に社団法人国民健康保険中央会という名称で設

立された法人をいう。)が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者及び指

定居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算機と接続された居宅サービス計

画の情報の共有等のための情報処理システムを利用し、かつ、事務職員を配置

している場合における第1項に規定する員数の基準は、利用者の数が49又はそ

の端数を増すごとに1とする。 

 第6条第3項第2号中「同一敷地内にある」を削る。 

 第7条第2項中「利用申込者」を「利用者」に改め、「、前6月間に当該指定居

宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、

通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護(以下この項において「訪問介

護等」という。)がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、

前6月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に

位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又

は指定地域密着型サービス事業者(法第42条の2第1項に規定する指定地域密着型

サービス事業者をいう。)によって提供されたものが占める割合」を削り、同条

第7項を同条第8項とし、同条第6項中「第4項」を「第5項」に改め、同項を同条

第7項とし、同条第5項を同条第6項とし、同条第4項中「第6項」を「第7項」に改

め、同項を同条第5項とし、同条第3項中「利用申込者」を「利用者」に改め、同
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項を同条第4項とし、同条第2項の次に次の1項を加える。 

3 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらか

じめ、利用者又はその家族に対し、前6月間に当該指定居宅介護支援事業所に

おいて作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉

用具貸与及び地域密着型通所介護(以下この項において「訪問介護等」とい

う。)がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合及び前6月

間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置

付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は

指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合につき説

明を行い、理解を得るよう努めなければならない。 

 第16条第2号の次に次の2号を加える。 

 (2)の2 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束そ

の他利用者の行動を制限する行為(以下「身体的拘束等」という。)を行って

はならない。 

 (2)の3 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

 第16条第15号ア中「利用者の居宅を訪問し、」を削り、同号中イをウとし、ア

の次に次のように加える。 

  イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。

ただし、次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも2月に1回、利

用者の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しな

い月においては、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することが

できるものとする。 

   (ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により

利用者の同意を得ていること。 

   (イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医

師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

    ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

    ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができる

こと。 

    ｃ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは

把握できない情報について、担当者から提供を受けること。 

 第16条第29号中「基づき、」の次に「地域包括支援センターの設置者である」

を加える。 

 第25条第1項中「重要事項」の次に「(以下この条において単に「重要事項」と
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いう。)」を加え、同条第2項中「前項に規定する」を削り、「同項」を「前項」

に改め、同条に次の1項を加える。 

3 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載し

なければならない。 

第32条第2項第5号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第

6号とし、同項第4号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第

5号とし、同項第3号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第

4号とし、同項第2号の次に次の1号を加える。 

 (3) 第16条第2号の3の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

     

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日から令和7年3月31日までの間、この条例による改正後の

久喜市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

(以下「新条例」という。)第25条第3項(新条例第33条において準用する場合を

含む。)の規定の適用については、同項中「指定居宅介護支援事業者は、原則

として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは

「削除」とする。 

  

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所

要の改正をしたいので、この案を提出するものであります。 
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議案第９３号 

 

   久喜市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 久喜市国民健康保険税条例(平成22年久喜市条例第64号)の一部を次のように改

正する。 

 第2条第3項ただし書中「20万円」を「22万円」に改める。 

 第3条第1項中「100分の6.86」を「100分の7.77」に改める。 

 第4条中「3万3,200円」を「3万5,200円」に改める。 

 第5条中「100分の2.34」を「100分の2.87」に改める。 

 第6条中「1万2,300円」を「1万4,700円」に改める。 

 第7条中「100分の2.31」を「100分の2.76」に改める。 

 第8条中「1万3,600円」を「1万4,100円」に改める。 

 第20条第1項中「20万円」を「22万円」に改め、同項第1号ア中「2万3,240円」

を「2万4,640円」に改め、同号イ中「8,610円」を「1万290円」に改め、同号ウ

中「9,520円」を「9,870円」に改め、同項第2号ア中「1万6,600円」を「1万

7,600円」に改め、同号イ中「6,150円」を「7,350円」に改め、同号ウ中「6,800

円」を「7,050円」に改め、同項第3号ア中「6,640円」を「7,040円」に改め、同

号イ中「2,460円」を「2,940円」に改め、同号ウ中「2,720円」を「2,820円」に

改め、同条第2項第1号ア中「4,980円」を「5,280円」に改め、同号イ中「8,300

円」を「8,800円」に改め、同号ウ中「13,280円」を「14,080円」に改め、同号

エ中「16,600円」を「17,600円」に改め、同項第2号ア中「1,845円」を「2,205

円」に改め、同号イ中「3,075円」を「3,675円」に改め、同号ウ中「4,920円」

を「5,880円」に改め、同号エ中「6,150円」を「7,350円」に改める。 

 

   附 則 

(施行期日) 

第1条 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

(適用区分) 

第2条 この条例による改正後の久喜市国民健康保険税条例の規定は、令和6年度

以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和5年度分までの国民健康

保険税については、なお従前の例による。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 



５３ 

 

提案理由 

 国民健康保険税の税額及び賦課限度額について所要の改正をしたいので、この

案を提出するものであります。 



 

 

５４ 

議案第９４号 

 

久喜市屋内型こどもの遊び場条例 

 

 (設置) 

第1条 こどもとその保護者等が遊具等を通じた運動と多様な遊びを経験するこ

とにより、こどもの心身の健康の増進を図り、併せて保護者等の子育てに関す

る相談を受けることにより子育て相談機能の充実を図るため、久喜市屋内型こ

どもの遊び場(以下「遊び場」という。)を設置する。 

 (名称及び位置) 

第2条 遊び場の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

久喜市屋内型こどもの遊び場 久喜市桜田3丁目2番地1 

 (業務) 

第3条 遊び場は、次に掲げる業務を行う。 

 (1) 遊具等の利用を通じたこどもの運動の場の提供に関すること。 

 (2) 玩具及び図書等を通じたこどもの発育の促進及びこどもの豊かな心を育

成する場の提供に関すること。 

 (3) 子育てに関する相談及び情報の提供に関すること。 

 (4) 前3号に掲げるもののほか、遊び場の設置目的を達成するために必要な事

項に関すること 

 (利用日等) 

第4条 遊び場の利用日、利用区分、利用時間及び休館日は、規則で定める。 

 (利用対象者等) 

第5条 遊び場を利用することができる者は、0歳から12歳に達した日以後の最初

の3月31日までの間にある者(以下「児童」という。)及びその保護者その他当

該児童の付添人(以下「保護者等」という。)とする。 

2 保護者等は、18歳以上の者でなければならない。 

3 児童が遊び場を利用するときは、保護者等が同伴しなければならない。 

 (利用の許可) 

第6条 遊び場を利用しようとする者(以下「利用者」という。)は、第3条第1号

又は第2号に規定する業務については、規則で定めるところにより市長の許可

を受けなければならない。 

 (利用の禁止又は制限) 

第7条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、遊び場の利用を許可し

ないことができる。 



 

 

５５ 

 (1) 利用者が公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあると認めるとき。 

 (2) 利用者が遊び場の施設及び遊具等を毀損し、又は汚損するおそれがある

と認めるとき。 

 (3) 遊び場の管理上支障があると認められるとき。 

 (4) 前3号に掲げるもののほか、市長が遊び場の利用を許可しないことが適当

と認めるとき。 

 (利用の許可の取消し等) 

第8条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、遊び場の利用                   

の許可を取り消し、又は利用の中止を命じることができる。 

 (1) 前条各号のいずれかに該当すると認められる状態になったとき。 

 (2) 利用者が、虚偽その他不正な方法により遊び場の利用の許可を受けたと

判明したとき。 

 (3) 災害その他の事由により遊び場の利用を中止する必要があると認めたと

き。 

 (4) 利用者が感染症その他の事由により他の利用者の健康に影響を及ぼすお

それがあると認められるとき。 

 (使用料) 

第9条 利用者は、第6条に規定する許可を受ける際に、次に掲げる使用料を納                               

付しなければならない。 

 (1) 個人で遊び場を利用する場合は、規則で定める一の利用区分につき300円 

 (2) 複数人で遊び場を貸し切りで利用する場合は、規則で定める一の利用区

分につき30,000円 

2 前項第1号の規定にかかわらず、0歳から3歳に達した日以後の最初の3月31日

までの間にある児童の使用料は、無料とする。 

 (使用料の減免) 

第10条 市長は、利用者の利用目的が遊び場の設置目的に適う事業であり、公益

に資すると認められるときは、使用料の一部又は全額を免除することができる。 

 (使用料の還付) 

第11条 既に納付された使用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに

該当するときは、その全部又は一部を還付することができる。 

 (1) 第8条第3号若しくは第4号の規定により市長が遊び場の利用の許可を取り

消し、又は利用の中止を命じたとき。 

 (2) 利用者の責めに帰することができない理由により、遊び場を利用する  

  ことができないとき。 

 (損害賠償の義務) 

第12条 故意又は重大な過失により遊び場の施設、設備等に損害を与えた利用者



 

 

５６ 

は、その損害について賠償しなければならない。 

2 市長は、遊び場において生じた損害について、市の責めに帰すべき事由によ

るものを除き、その責めを負わない。 

 (委任) 

第13条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

 この条例は、令和6年10月1日から施行する。 

  

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一    

 

提案理由 

 久喜市屋内型こどもの遊び場を設置したいので、この案を提出するものであり

ます。 



５７ 

議案第９５号 

 

   久喜市空家等の適切な管理に関する条例及び久喜市空家等対策協議会条例

の一部を改正する条例 

 

(久喜市空家等の適切な管理に関する条例の一部改正) 

第1条 久喜市空家等の適切な管理に関する条例(令和3年久喜市条例第10号)の一

部を次のように改正する。 

  第2条第3項中「適切に管理されていない空家等であって、本市の区域に所在

するもののうち、規則で定めるもの」を「法第13条第1項に規定する管理不全

空家等であって、本市の区域に所在するもの」に改める。 

  第4条中「第6条第1項」を「第7条第1項」に改める。 

  第6条及び第7条を削る。 

  第8条第1項を次のように改める。 

   市長は、管理不全空家等又は特定空家等(以下この条及び次条において 

「措置対象空家」という。)に起因して、地域住民の生命、身体又は財産に

重大な危害を及ぼすおそれがあり、緊急を要するため所有者等が必要な措置

を講ずる時間的余裕がないと認めるときは、当該危害を避けるための必要最

小限の措置として規則で定めるもの(以下「緊急安全措置」という。)を講ず

ることができる。 

  第8条を第6条とし、第9条から第12条までを2条ずつ繰り上げる。 

(久喜市空家等対策協議会条例の一部改正) 

第2条 久喜市空家等対策協議会条例(令和元年久喜市条例第27号)の一部を次の

ように改正する。 

  第1条中「第7条第1項」を「第8条第1項」に改める。 

  第2条第1号中「第6条第1項」を「第7条第1項」に改める。 

  第3条中「第7条第2項」を「第8条第2項」に改める。 

  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 



５８ 

 空家等対策の推進に関する特別措置法の一部改正に伴い、所要の改正をしたい

ので、この案を提出するものであります。 



５９ 

議案第９６号 

 

   久喜市公共施設個別施設計画の一部改訂について 

 

 久喜市公共施設個別施設計画の一部を別冊のとおり改訂することについて、議

決を求める。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 公共施設の総合的かつ計画的な管理を推進するための久喜市公共施設個別施設

計画を改訂したいので、久喜市議会の議決すべき事件を定める条例第2条第1号の

規定により、この案を提出するものであります。 

 

 



６０ 

議案第９７号 

 

   工事請負契約の締結について（総合体育館大規模改修（建築）工事（第１ 

体育館）） 

 

 次のとおり工事請負契約を締結することについて、議決を求める。 

 

 １ 契 約 の 目 的  総合体育館大規模改修(建築)工事(第1体育館) 

 ２ 契 約 の 方 法  一般競争入札 

 ３ 契 約 金 額  246,400,000円 

 ４ 契約の相手方  埼玉県久喜市菖蒲町柴山枝郷1090番地2 

           株式会社森工務店 

           代表取締役 森 隆 弘 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 総合体育館大規模改修(建築)工事(第1体育館)の請負契約を締結したいので、

久喜市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第2条の

規定により、この案を提出するものであります。 

 

 



６１ 

議案第９８号 

 

   事業契約の締結について（余熱利用施設及び（仮称）本多静六記念市民の

森・緑の公園一体整備運営事業） 

 

 次のとおり事業契約を締結することについて、議決を求める。 

 

 １ 契 約 の 目 的  余熱利用施設及び(仮称)本多静六記念市民の森・緑の公

園一体整備運営事業 

 ２ 契 約 の 方 法  総合評価一般競争入札 

 ３ 契 約 金 額  13,073,418,712円 

 ４ 契約の相手方  埼玉県久喜市上町1番12号 

ＰＦＩくきのもり株式会社 

代表取締役 浅 越 裕 介 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 

提案理由 

 余熱利用施設及び(仮称)本多静六記念市民の森・緑の公園一体整備運営事業に

係る事業契約を締結したいので、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の

促進に関する法律第12条の規定により、この案を提出するものであります。 

 

 



 

６２ 

議案第９９号 

 

   路線の認定について 

 

 次のとおり市道路線を認定することについて、議決を求める。 

 

路 線 名 起  点 終  点 
主要な 

経過地 

久喜8317号線 久喜市吉羽 久喜市吉羽  

久喜9468号線 久喜市太田袋 久喜市太田袋  

菖蒲1923号線 久喜市菖蒲町菖蒲 久喜市菖蒲町菖蒲  

菖蒲1924号線 久喜市菖蒲町菖蒲 久喜市菖蒲町菖蒲  

栗橋555号線 久喜市北広島 久喜市北広島  

栗橋556号線 久喜市北広島 久喜市北広島  

鷲宮1050号線 久喜市西大輪 久喜市西大輪  

鷲宮1586号線 久喜市八甫 久喜市八甫  

鷲宮1587号線 久喜市東大輪 久喜市八甫  

鷲宮1588号線 久喜市鷲宮六丁目 久喜市鷲宮六丁目  

 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    

 

提案理由 

市道として認定したいので、道路法第8条第2項の規定により、この案を提出す

るものであります。 



 

６３ 

議案第１００号 

 

   路線の廃止について 

 

 次のとおり市道路線を廃止することについて、議決を求める。 

 

路 線 名 起  点 終  点 
主要な 

経過地 

久喜9365号線 久喜市太田袋 久喜市太田袋  

 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    

 

提案理由 

市道としての機能が失われたため廃止したいので、道路法第10条第3項の規定

により、この案を提出するものであります。 



６４ 

報告第１９号 

 

   専決処分の報告について（久喜市水道事業の設置等に関する条例及び久喜

市下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例） 

 

 久喜市水道事業の設置等に関する条例及び久喜市下水道事業の設置等に関する

条例の一部を改正する条例について、地方自治法(昭和22年法律第67号)第180条

第1項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、同条第2項の規定により、

報告する。 

 

令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    

 

 

 



６５ 

専 決 処 分 書 

 
 
 次の事項について、地方自治法(昭和22年法律第67号)第180条第1項の規定によ

り、専決処分する。 

 

久喜市水道事業の設置等に関する条例及び久喜市下水道事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例(別紙) 

 

  令和６年１月１８日 

 

久喜市長  梅  田  修  一 



６６ 

久喜市水道事業の設置等に関する条例及び久喜市下水道事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例 

 

次に掲げる条例の規定中「第243条の2の2第8項」を「第243条の2の8第8項」に

改める。 

(1) 久喜市水道事業の設置等に関する条例(平成22年久喜市条例第47号)第5条 

(2) 久喜市下水道事業の設置等に関する条例(平成28年久喜市条例第49号)第5条 

 

附 則 

この条例は、令和6年4月1日から施行する。 



６７ 

報告第２０号 

 

   専決処分の報告について（久喜市水道給水条例の一部を改正する条例） 

 

 久喜市水道給水条例の一部を改正する条例について、地方自治法(昭和22年法

律第67号)第180条第1項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、同条第2

項の規定により、報告する。 

 

令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    

 

 

 



６８ 

専 決 処 分 書 

 
 
 次の事項について、地方自治法(昭和22年法律第67号)第180条第1項の規定によ

り、専決処分する。 

 

久喜市水道給水条例の一部を改正する条例(別紙) 

 

  令和６年１月１８日 

 

久喜市長  梅  田  修  一 



６９ 

久喜市水道給水条例の一部を改正する条例 

 

久喜市水道給水条例(平成22年久喜市条例第92号)の一部を次のように改正する。 

第5条、第31条第2項及び第34条第1号中「厚生労働省令」を「国土交通省令」

に改める。 

 

附 則 

この条例は、令和6年4月1日から施行する。 



７０ 

報告第２１号 

 

   専決処分の報告について（久喜市監査委員に関する条例の一部を改正する

条例） 

 

 久喜市監査委員に関する条例の一部を改正する条例について、地方自治法(昭

和22年法律第67号)第180条第1項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、

同条第2項の規定により、報告する。 

 

令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    

 

 

 



７１ 

専 決 処 分 書 

 
 
 次の事項について、地方自治法(昭和22年法律第67号)第180条第1項の規定によ

り、専決処分する。 

 

久喜市監査委員に関する条例の一部を改正する条例(別紙) 

 

  令和６年１月１８日 

 

久喜市長  梅  田  修  一 



７２ 

久喜市監査委員に関する条例の一部を改正する条例 

 

久喜市監査委員に関する条例(平成22年久喜市条例第22号)の一部を次のように

改正する。 

第5条中「第243条の2の2第3項」を「第243条の2の8第3項」に改める。 

 

附 則 

この条例は、令和6年4月1日から施行する。 



 

７３ 

報告第２２号 

 

   専決処分の報告について（器物破損事故による損害賠償の額を定めるこ

と） 

 

 器物破損事故による損害賠償の額を定めることについて、地方自治法(昭和22

年法律第67号)第180条第1項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、同

条第2項の規定により、報告する。 

 

  令和６年２月１３日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    



 

７４ 

専 決 処 分 書 

 

 次のとおり器物破損事故による損害賠償の額を定めることについて、地方自治

法(昭和22年法律第67号)第180条第1項の規定により、専決処分する。 

 

１ 損害賠償額  335,115 円 

２ 相 手 方  〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

         〇 〇 〇 〇 

３ 事故の概要 

   令和5年11月13日午後1時55分頃、久喜市菖蒲町菖蒲地内のしょうぶ会館

駐車場において、職員が公用車を後退させたところ、後方に駐車していた

自動車と接触し破損させた。 

 

  令和６年１月４日 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    
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